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平成２３年度 地方公営企業会計決算の概要

１．事業数

■地方公営企業の事業数の状況

■地方公営企業の事業数の推移

年度 平成
１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 対前年度比較

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 19 19 19 19 19 0
簡 易 水 道 事 業 14 14 14 14 14 0
交 通 事 業 3 3 3 3 3 0
病 院 事 業 7 7 7 7 7 0
下 水 道 事 業 32 32 32 32 32 0
介護サービス事業 10 9 9 9 9 0
そ の 他 11 11 10 10 10 0
合 計 96 95 94 94 94 0
（注）各年度の事業数は、年度末の数値であり、建設中の事業を含む。
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94事業
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平成23年度末現在

事業数は、平成２３年度末現在９４事業で、前年度末と変動はない。
このうち、地方公営企業法の適用を受け企業会計方式等を用いる法適用企業は３４事

業で、同法の適用を受けない法非適用企業は６０事業となっている。
また、事業数を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、簡易水道

事業、介護サービス事業、病院事業の順となっている。
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２．職員数

■地方公営企業の職員数の状況

■地方公営企業の職員数の推移

年度平成
１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 対前年度比較

事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 374 375 368 358 350 ▲ 8
簡 易 水 道 事 業 36 33 31 29 29 0
交 通 事 業 164 150 142 136 129 ▲ 7
病 院 事 業 780 780 802 815 821 6
下 水 道 事 業 164 164 160 168 167 ▲ 1
介護サービス事業 205 165 164 138 136 ▲ 2
そ の 他 36 32 25 24 17 ▲ 7
合 計 1,759 1,699 1,692 1,668 1,649 ▲ 19
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職員数（臨時・非常勤職員を含む常時雇用職員数）は、平成２３年度末現在１，６４９
人で、前年度末に比べて１９人、１．１％の減少となっている。
職員数を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業、介護サ

ービス事業、交通事業の順となっている。
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３．決算規模

・法適用企業 ３４，４２１百万円（対前年度 ２２２百万円 ０．６％増）

・法非適用企業 １９，４８８百万円（対前年度 １，２０６百万円 ５．８％減）

■地方公営企業の決算規模の状況

■地方公営企業の決算規模の推移
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区分
年度平成 平成

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 対前年度比較 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 18,024 19,519 17,743 16,054 14,860 ▲ 1,194 8.3 ▲ 9.1 ▲ 9.5 ▲ 7.4
簡 易 水 道 事 業 2,123 2,163 2,023 1,816 1,732 ▲ 84 1.9 ▲ 6.5 ▲ 10.2 ▲ 4.6
交 通 事 業 2,174 1,958 2,082 1,862 1,730 ▲ 132 ▲ 9.9 6.3 ▲ 10.6 ▲ 7.1
病 院 事 業 22,641 16,337 17,331 15,610 17,168 1,558 ▲ 27.8 6.1 ▲ 9.9 10.0
下 水 道 事 業 17,546 16,800 16,428 16,189 15,289 ▲ 900 ▲ 4.3 ▲ 2.2 ▲ 1.5 ▲ 5.6
介護サービス事業 1,985 1,676 1,626 1,672 1,639 ▲ 33 ▲ 15.6 ▲ 3.0 2.8 ▲ 2.0
そ の 他 2,381 2,160 1,802 1,690 1,491 ▲ 199 ▲ 9.3 ▲ 16.6 ▲ 6.2 ▲ 11.8

合 計 66,874 60,613 59,035 54,893 53,909 ▲ 984 ▲ 9.4 ▲ 2.6 ▲ 7.0 ▲ 1.8

　　　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

（単位：百万円、％）

決　　　算　　　規　　　模 対前年度増減率

　　　法適用企業：総費用－減価償却費＋資本的支出

（注）決算規模の算出は次のとおりとした。

決算規模（歳出総額）は、５３，９０９百万円で、水道事業・下水道事業で建設改良事
業が減少したことにより、資本的支出が減少し、前年度比で９８４百万円、１．８％程縮
小している。
また、決算規模を事業別にみると、病院事業が最も大きく、次いで下水道事業、水道事

業の順となっており、当該３事業で全体の８７．８％を占めている。
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４．経営状況

・法適用企業 収支額１，００５百万円（対前年度 ▲１２９百万円 １１．４％減）

・法非適用企業 収支額 ６３７百万円（対前年度 １９６百万円 ４４．４％増）

【補足説明】

赤字事業の状況（９事業：６団体）

・水道事業（１事業：三好市）

・交通事業（１事業：小松島市）

・病院事業（４事業：三好市、那賀町、海陽町、つるぎ町）

・市場事業（１事業：徳島市）

・観光施設事業（１事業：徳島市）

・と畜場事業（１事業：徳島市）

■地方公営企業全体の経営状況

■地方公営企業全体の経営状況（事業別総収支額）

区分
年度 ２２年度 ２３年度 差引 ２２度 ２３年度 差引 ２２年度 ２３年度 差引

事業 (A) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
水 道 事 業 1,169 1,128 ▲ 41 1,169 1,128 ▲ 41
簡 易 水 道 事 業 486 506 20 486 506 20
交 通 事 業 ▲ 100 ▲ 57 43 ▲ 100 ▲ 57 43
病 院 事 業 65 ▲ 45 ▲ 110 65 ▲ 45 ▲ 110
下 水 道 事 業 264 240 ▲ 24 264 240 ▲ 24
介護サービス事業 238 256 18 238 256 18
そ の 他 0 ▲ 21 ▲ 21 ▲ 547 ▲ 365 182 ▲ 547 ▲ 386 161

合 計 1,134 1,005 ▲ 129 441 637 196 1,575 1,642 67

（単位：百万円）
法非適用法適用

（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。

合計

年度
区分 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計
黒字事業数 24 56 80 26 57 83 2 1 3

(70.6%) (98.2%) (87.9%) (76.5%) (98.3%) (90.2%)
黒字額 1,507 991 2,498 1,565 1,004 2,569 58 13 71

赤字事業数 10 1 11 8 1 9 ▲ 2 0 ▲ 2
(29.4%) (1.8%) (12.1%) (23.5%) (1.7%) (9.8%)

赤字額 ▲ 373 ▲ 550 ▲ 923 ▲ 560 ▲ 367 ▲ 927 ▲ 187 183 ▲ 4
総事業数 34 57 91 34 58 92 0 1 1
収支 1,134 441 1,575 1,005 637 1,642 ▲ 129 196 67

（注）１．事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）であり、年度末事業数とは必ずしも一致しない。
　　　２．黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
　　　３．（ ）は、総事業数（建設中のものを除く）に対する割合。

（単位：事業数、百万円）
２２年度（A） ２３年度（Ｂ） 差引(Ｂ)－(Ａ)

公営企業全体の総収支は、１，６４２百万円の黒字となっている。
事業数では、事業を開始している９２事業のうち、黒字は８３事業と全体の９０．２％

（黒字額 ２，５６９百万円）であり、赤字は９事業と全体の９．８％（赤字額 ９２７
百万円）となっている。

また、事業別にみると、黒字事業は水道事業、簡易水道事業、下水道事業、介護サービ
ス事業、工業用水道事業、宅地造成事業、駐車場事業、の７事業であり、赤字事業は病院
事業、交通事業、市場事業、と畜場事業、観光施設事業の５事業となっている。
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【主な事業の経営状況等】

（１）水道事業の状況

純損益は１，１２８百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が４１百万円、

３．５％減少している。これは、企業の経常的な採算性を表す指標である経常収支の黒字額

が減少したことによる。

経常収益は１２，７９０百万円（対前年度 １１８百万円、０．９％減 、経常費用は）

１１，６３６百万円（対前年度 ４８百万円、０．４％増）であり、差引の経常収支は

１，１５４百万円の黒字（対前年度 １６６百万円、１２．６％減）となっている。

経常収益減少の主な要因は、料金収入の減少（１２，０１１百万円：対前年度 １５５百

万円、１．３％減）によるものであり、また、経常費用増加の主な要因は、減価償却費の増

加（４，５０４百万円：対前年度 １２８百万円、２．９％増）によるものである。

（２）交通事業の状況

純損益は、５７百万円の赤字であるが、前年度に比べて赤字額が４３百万円、４２．９％

減少している。主な要因は、鳴門市と小松島市が赤字から黒字に転じたことによるものであ

る。

経常収益は１，６０３百万円（対前年度 ７１百万円、４．２％減 、経常費用は）

１．６６２百万円（対前年度 １０８万円、６．１％減）であり、差引の経常収支は５９百

万円の赤字（対前年度 ３７百万円、３８．５％減）となっている。

経常収支改善の主な要因は、職員給与費の減少（９５０百万円：対前年度１８３百万円、

１６．１％減）によるものである。

（３）病院事業の状況

純損益は、前年度の黒字から４５百万円の赤字に転じている。主な要因は、半田病院が旧

病棟取り壊しに伴う除却費として１９６百万円を特別損失として計上したため黒字から赤字

に転じたことによるものである。

経常収益は１５，６６２百万円（対前年度 ２４４百万円、１．６％増 、経常費用は）

１５，４８１百万円（対前年度 １６５百万円、１．１％増）であり、差引の経常収支は

１８１百万円の黒字となっている。

経常収益増加の主な要因は、料金収入の増加（１２，２０２百万円：対前年度 １８５百

万円、１．５％増）によるものであり、また、経常費用増加の主な要因は、職員給与費の増

加（７，５６０百万円：対前年度 ９６百万円、１．３％増）によるものである。
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（４）下水道事業の状況

実質収支は、２４０百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が２５百万円、

９．３％減少している。

収益的収支では、２，２２９百万円の黒字であり、前年度に比べて黒字額が１９１百万円

． 、 （ ， 、９ ４％増加しているが 他会計繰入金の増加 ２ ８４４百万円：対前年度２２９百万円

８．８％増）によるものである。

一方、資本的収支では、２，２８６百万円の赤字であり、前年度に比べて赤字額が２８百

万円、１．２％増加している。これは、公共下水道において資本的収入の他会計繰入金が減

少（１，４２４百万円：対前年度３７０百万円、２０．６％減）し、資本的支出の地方債償

還金が増加（４，９１７百万円：対前年度２２７百万円、４．８％増）によるものである。

なお、平成２３年度より阿南市が公共下水道の供用を開始している。

（５）観光施設事業の状況

純損益は、８３百万円の赤字であり、前年度に比べて赤字額が７百万円、７．７％減少し

ている。これは、減価償却費が減少（３６百万円：対前年度：３百万円、７．６％減）した

ことによるものである。

当該事業における赤字事業は、徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ）であり、平成１８

年度から利用料金制による指定管理者制度を導入し経営改善を図っているが、修繕費等の経

費や減価償却費、支払利息により純損益が赤字の状態である。

（６）と畜場事業の状況

実質収支は、３６７百万円の赤字であるが、前年度に比べて赤字額が１８２百万円減少し

ている。

当該事業における赤字事業は、徳島市の事業（赤字額３６７百万円）である。

地方公共団体財政健全化法の資金不足比率（３８３．３％）で、

経営健全化基準（２０．０％）以上に該当している。

■参考：経常収支等の状況

区分
年度 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支

（総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引）
事業 (C) (D) (C)-(D) (C) (D) (C)-(D)
水 道 事 業 12,908 11,588 1,320 12,790 11,636 1,154 ▲ 118 48 ▲ 166
簡 易 水 道 事 業 1,088 779 309 1,086 809 277 ▲ 2 30 ▲ 32
交 通 事 業 1,674 1,770 ▲ 96 1,603 1,662 ▲ 59 ▲ 71 ▲ 108 37
病 院 事 業 15,418 15,316 102 15,662 15,481 181 244 165 79
下 水 道 事 業 6,070 4,032 2,038 6,634 4,405 2,229 564 373 191
介護サービス事業 1,537 1,507 30 1,607 1,559 48 70 52 18
そ の 他 1,054 872 182 1,026 864 162 ▲ 28 ▲ 8 ▲ 20
合 計 39,749 35,864 3,885 40,408 36,416 3,992 659 552 107

２２年度 ２３年度 差引（２３年度－２２年度）
（単位：百万円）

（注）法適用企業にあっては経常収益（営業収益＋営業外収益）・経常費用（営業費用＋営業外費用）、法非適用企業に
　　　あっては総収益・総費用の数値である。
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５．料金収入

・法適用企業 ２５，６２３百万円（対前年度 １４１百万円 ０．５％減）

・法非適用企業 ４，１２７百万円（対前年度 ７７百万円 １．９％増）

【補足説明】

・病院事業 １２，２０２百万円（対前年度 １８５百万円 １．５％増）

主な要因は、徳島市の病院事業の入院収益の増加による （２３６百万円増）。

・水道事業 １２，０１１百万円（対前年度 １５５百万円 １．３％減）

主な要因は、徳島市の水道事業の収入減少による （４９百万円減）。

■地方公営企業の料金収入の状況

区分
年度 22年度 23年度 差引 22年度 23年度 差引 22年度 23年度 差引

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) （Ｅ） (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
12,166 12,011 ▲ 155 -             -             -             12,166 12,011 ▲ 155
(94.2%) (93.9%) (94.2%) (93.9%)

-             -             -             808 801 ▲ 7 808 801 ▲ 7
(74.3%) (73.8%) (74.3%) (73.8%)

1,081 928 ▲ 153 -             -             -             1,081 928 ▲ 153
(64.5%) (57.8%) (64.5%) (57.8%)
12,017 12,202 185 -             -             -             12,017 12,202 185
(77.9%) (77.9%) (77.9%) (77.9%)

-             -             -             1,832 1,907 75 1,832 1,907 75
(30.2%) (28.7%) (30.2%) (28.7%)

-             -             -             1,385 1,404 19 1,385 1,404 19
(90.1%) (87.4%) (90.1%) (87.4%)

500 482 ▲ 18 25 15 ▲ 10 525 497 ▲ 28
(68.3%) (67.3%) (7.8%) (4.8%) (49.8%) (48.4%)
25,764 25,623 ▲ 141 4,050 4,127 77 29,814 29,750 ▲ 64
(83.8%) (83.2%) (44.9%) (42.8%) (75.0%) (73.6%)

水道事業

簡易水道事業

（注）　（　　）内の数字は、総収益に占める料金収入比率である。

介護サービス事業

その他

合　計

下水道事業

法適用 法非適用
（単位：百万円、％）
合計

交通事業

病院事業

料金収入は、２９，７５０百万円で、多くの事業が減少傾向にあり、前年度に比べて
６４百万円、０．２％減少している。

また、料金収入を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業の順となって
おり、この２事業で全体の８１．４％を占めている。
なお、総収益に占める料金収入比率は、全体で７３．６％となっており、水道事業が

９３．９％と最も高く、一方、下水道事業が２８．７％と最も低くなっている。
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６．企業債
（１）企業債発行額

・うち法適用企業 ２，３１５百万円（対前年度 ５６百万円 ２．５％増）
・うち法非適用企業 ４，７８０百万円（対前年度 ３４８百万円 ６．８％減）

【補足説明】
・病院事業 ６４１百万円（対前年度 ６１３百万円 ２，１８９．３％増）

増加要因は、三野病院・半田病院の増改築工事による。
・水道事業 １，６６５百万円（対前年度 ５３９百万円 ２４．５％減）

減少要因は、小松島市・阿南市の大規模事業の事業量減による。

■地方公営企業の企業債発行額の状況

地方公営企業の企業債発行額の推移

下水道事業

4,592百万円

64.7%

水道事業

1,665万円

23.5% 簡易水道事業

159百万円

2.3%

その他

29百万円

0.4%

交通事業

9百万円

0.1%

病院事業

641百万円

9.0%

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

その他

企業債発行額

7,095百万円

      (100%)

年度

平成 平成

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 対前年度比較 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 3,063 4,980 3,797 2,204 1,665 ▲ 539 62.6 ▲ 23.8 ▲ 42.0 ▲ 24.5
簡 易 水 道 事 業 401 479 291 149 159 10 19.5 ▲ 39.2 ▲ 48.8 6.7
交 通 事 業 78 32 60 27 9 ▲ 18 ▲ 59.0 87.5 ▲ 55.0 ▲ 66.7
病 院 事 業 9,188 3,258 1,958 28 641 613 ▲ 64.5 ▲ 39.9 ▲ 98.6 2,189.3
下 水 道 事 業 6,728 6,039 5,065 4,943 4,592 ▲ 351 ▲ 10.2 ▲ 16.1 ▲ 2.4 ▲ 7.1
介護サービス事業 0 0 0 0 0 0 - - - -
そ の 他 0 0 0 36 29 ▲ 7 - - - ▲ 19.4

合 計 19,458 14,788 11,171 7,387 7,095 ▲ 292 ▲ 24.0 ▲ 24.5 ▲ 33.9 ▲ 4.0
（注）企業債発行額には、前年度同意・許可債で当年度収入分及び借換債を含み、当年度同意・許可債で未収入分は含まない。

企業債発行額 対前年度増減率

建設投資の財源である企業債発行額は、７，０９５百万円で、前年度に比べて、病院事
業では、建設改良の事業が増加しているが、水道事業及び下水道事業では、建設改良の事
業費が減少し、企業債発行額全体としては、前年度に比べて２９２百万円、４．０％減少
している。
また、企業債発行額を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院

事業の順となっており、当該３事業で全体の９７．２％を占めている。
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（２）企業債現在高

・うち法適用企業 ８４，００９百万円（対前年度 ２，９０２百万円 ３．３％減）

・うち法非適用企業 ９４，９５９百万円（対前年度 ９１５百万円 １．０％減）

【補足説明】

・病院事業 ２３，０５６百万円（対前年度 １，１７９百万円 ４．９％減）

主な減少要因は、徳島市の病院事業で新規に元金償還が始まったことによる。

・水道事業 ５９，３７４百万円（対前年度 １，５６８百万円 ２．６％減）

主な減少要因は、徳島市の水道事業の浄水施設改良事業が減少したことによる。

■地方公営企業の企業債現在高の推移

58,939

9,471

22,622

82,838

60,940

9,076

24,965

84,621

62,088

8,724

25,553

85,819

60,942

8,285

24,235

86,254

59,374

7,842

23,056

85,928

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

（百万円）

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 （年度）

その他

介護サービス事業

下水道事業

病院事業

交通事業

簡易水道事業

水道事業

178,968
185,523

182,788

183,269
176,062

区分
年度平成 平成

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 対前年度比較 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 58,939 60,940 62,088 60,942 59,374 ▲ 1,568 3.4 1.9 ▲ 1.8 ▲ 2.6
簡 易 水 道 事 業 9,471 9,076 8,724 8,285 7,842 ▲ 443 ▲ 4.2 ▲ 3.9 ▲ 5.0 ▲ 5.3
交 通 事 業 492 468 471 439 379 ▲ 60 ▲ 4.9 0.6 ▲ 6.8 ▲ 13.7
病 院 事 業 22,622 24,965 25,553 24,235 23,056 ▲ 1,179 10.4 2.4 ▲ 5.2 ▲ 4.9
下 水 道 事 業 82,838 84,621 85,819 86,254 85,928 ▲ 326 2.2 1.4 0.5 ▲ 0.4
介護サービス事業 965 904 835 763 692 ▲ 71 ▲ 6.3 ▲ 7.6 ▲ 8.6 ▲ 9.3
そ の 他 2,735 2,295 2,033 1,867 1,697 ▲ 170 ▲ 16.1 ▲ 11.4 ▲ 8.2 ▲ 9.1

合 計 178,062 183,269 185,523 182,785 178,968 ▲ 3,817 2.9 1.2 ▲ 1.5 ▲ 2.1

（単位：百万円、％）

企　業　債　現　在　高 対前年度増減率

企業債現在高は、１７８，９６８百万円で、病院事業において新規に元金償還が始まっ
、 ， 、たことや水道事業の事業進捗状況により減少しており 前年度に比べて３ ８１７百万円

２．１％減少している。
また、企業債現在高を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院

事業の順となっており、当該３事業で全体の９４．１％を占めている。
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７．他会計繰入金

・うち法適用企業 ４，５６４百万円（対前年度 ６５０百万円 １６．６％増）
・うち法非適用企業 ７，１５４百万円（対前年度 ３０百万円 ０．４％減）

【補足説明】
・病院事業 ３，５１７百万円（対前年度 ５６３百万円 １９．１％増）

主な要因は、半田病院に対して建設改良に資する為の繰入金が増加したことによる （前。
年度比３２９百万円の増）

・交通事業 ５８１百万円（対前年度 １３０百万円 ２８．８％増）
主な要因は、徳島市において事業経営計画に基づいて、経営の安定を図るため一般会計か
ら繰入を開始したため （前年度比１２３百万円の増）。

■地方公営企業への他会計繰入金の状況

■地方公営企業への他会計繰入金の推移

区分
年度 平成

２２年度 ２３年度 増減額 ２２年度 ２３年度 増減額 ２２年度 ２３年度 増減額
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
水道事業 154 192 38 216 139 ▲ 77 370 331 ▲ 39
簡易水道事業 256 274 18 488 426 ▲ 62 744 700 ▲ 44
交通事業 437 561 124 14 20 6 451 581 130
病院事業 2,694 2,776 82 260 741 481 2,954 3,517 563
下水道事業 4,101 4,471 370 1,795 1,424 ▲ 371 5,896 5,895 ▲ 1
介護サービス事業 116 116 0 51 50 ▲ 1 167 166 ▲ 1
その他 376 380 4 140 148 8 516 528 12
合　計 8,134 8,770 636 2,964 2,948 ▲ 16 11,098 11,718 620

（単位：百万円）

（注）１．収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。
　　　２．資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。

合計収益的収入への繰入金 資本的収支への繰入金
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238
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166
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0

2,000

4,000
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8,000

10,000

12,000

（百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 （年度）

その他

介護サービス事業

下水道事業

病院事業

交通事業

簡易水道事業

水道事業

11,718
11,09210,65710,50811,464

他会計繰入金は、１１，７１８百万円で、前年度に比べて６２０百万円、５．６％の増
加となっている。
収益的収入への繰入金は、８，７７０百万円で、前年度に比べて６３６百万円、

７．８％増加し、資本的収入への繰入金は、２，９４８百万円で、前年度に比べて１６百
万円、０．５％減少している。

また、他会計繰入金を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業の順と
なっており、当該２事業で全体の８０．３％を占めている。
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８．累積欠損金

【補足説明】

・観光施設事業 ２，０４９百万円（対前年度 ８５百万円 ４．３％増）

主な増加要因は、徳島市観光施設事業の純損失が増加したため。

・病院事業 １０，８３２百万円（対前年度 ４８百万円 ０．４％増）

主な増加要因は、つるぎ町の病院事業で純損失が生じたため。

■累積欠損金を有する事業の状況
（単位：百万円）

事 業 市町村名 累積欠損金 増 減 増減率(％ )

188 ▲ 11 ▲ 5 .5水道事業 阿南市、三好市

874 ▲ 37 ▲ 4 .1交通事業 徳島市、鳴門市

10,832 48 0 .4
病院事業

徳島市、三好市、那賀町

美波町、海陽町、つるぎ町
徳島市 28 18 180市場事業

2,049 85 4 .3観光施設事業 徳島市

13,971 103 0 .7合 計 １２事業（８団体）
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■累積欠損金の推移

その他

病院事業

交通事業

水道事業

13,971
13,86913,734

12,880

10,967

、 （ ）企業会計方式の法適用企業において 営業活動によって生じた各事業年度の損失 赤字
額を累積した累積欠損金は１３，９７１百万円であり、前年度に比べて１０３百万円、
０．７％増加している。

累積欠損金を有する事業数は、法適用企業３４事業中１２事業であり、前年度と同数で
ある。

累積欠損金を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで観光施設事業、交通事業の
順となっている。
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９．不良債務

【補足説明】

・観光施設事業 ２，５００百万円（対前年度 ４８万円 ２．０％増）

徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ）において、長年にわたる利用客の低迷による経常

収支の赤字や地方債の償還などにより、不良債務を有している。

・交通事業 ０百万円（対前年度 １百万円 皆減）
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■不良債務の推移

観光施設事業

病院事業

交通事業

2,5002,453

2,698

2,392

4,294

企業会計方式の法適用企業において、資金の不足額を示す不良債務（流動資産－流動
負債）は２，５００百万円であり、前年度に比べて４７百万円、１．９％増加している。

不良債務を有する事業数は、法適用企業３４事業中１事業（観光施設事業）であり、前
年度から交通事業が１事業減少している。
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